
企業立地促進条例に基づく奨励金交付手続の流れ 

 ①（事業者） 対象地域内において、事業所の新設・増設を計画 

 ②（市） 交付対象者としての要件確認 

（製造業又は学術・開発研究 
機関の場合） 
 

①事業所を新設する 

 
②事業所の床面積を拡張する 

（卸売業の本社の場合） 
 
①床面積300㎡以上の本社を新設する 

 
②既存本社の床面積を100㎡以上拡張
し、合計床面積が300㎡以上になる 

 ③（事業者） 対象地域内において、新たに土地・建物・償却資産 
        を取得 

 ⑤（市） 事業者が取得した不動産等について現地確認 

 ④（事業者） 操業開始前に認定申請 

 ⑥（市） 申請内容を審査の上、認定事業者として認定 

 ⑦（事業者） ③で取得した不動産等を使用して操業を開始後、 
        市に届出 

 ⑧（市） 事業者の操業状況について現地確認 

 ⑨（事業者） 翌年度課税される固定資産税の納付額が確定後、奨 
        励金の交付申請（納税状況の確認について同意） 

 ⑩（市） 申請内容を審査の上、交付決定の通知 

 ⑪（事業者） 当該年度の固定資産税完納後、奨励金の交付請求 

 ⑫（市） 奨励金の交付 

⑨～⑫の手続は５年度間毎年度実施 


